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持分法適用関連会社の異動（譲渡）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 23 年６月 23 日開催の取締役会において、当社持分法適用関連会社である SECRON Co., 

Ltd.（以下、SECRON 社）の当社保有の全株式を Samsung Electronics CO.,Ltd.（以下、SAMSUNG 社）に

譲渡することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

１． 株式譲渡の理由 

SECRON 社は、1993 年 11 月に SAMSUNG 社と当社とのジョイントベンチャーとして設立され、半導体

製造装置の製造・販売を行っております。 

本件は、当社と SAMSUNG 社との協議の結果、SECRON 社を通じた合弁関係の解消ならびに当社が保有

する SECRON 社の全株式を SAMSUNG 社に譲渡することについて合意したものであります。 

これにより、当社と SAMSUNG 社の約 17 年間にわたる資本提携関係は終了しますが、当社と SAMSUNG

社および SECRON 社は、半導体や各種の事業領域においてさらに協力関係を強化してまいります。 

 

 

２． 異動の方法 

    平成 23 年７月６日付（予定）で、当社が保有する SECRON 社の全株式（180,000 株）を売却する予

定です。 

 

 

３．異動する持分法適用関連会社の概要 

（１） 名 称 SECRON Co.,Ltd. 

（２） 所 在 地 
4-4 Chaam-dong, Seobuk-gu, Cheonan-city,Chungnam,Republic of 

Korea 

（３） 代表者の役職・氏名 Lee Jae Kyung (President & CEO) 

（４） 事 業 内 容 半導体製造装置の製造・販売 

（５） 資 本 金 4,000 百万ウォン 

（６） 設 立 年 月 1993 年 11 月 

（７） 大株主及び持株比率 
Samsung Electronics Co.,Ltd.        50.6% 

TOWA 株式会社               22.5% 

資 本 関 係
当社は当該会社の発行済株式総数の 22.5%を保有し

ております。 

人 的 関 係

当社取締役 2名および従業員 1名が当該会社の役員

（非常勤理事および非常勤監事）を兼務しておりま

す。 

（８） 
上 場 会 社 と 

当該会社との関係 

取 引 関 係
当社は当該会社に技術供与を行うとともに、一部製

品の製造を委託しております。 

 

 

 



４．株式譲渡先の概要 

（１） 名 称 Samsung Electronics Co.,Ltd. 

（２） 所 在 地 1320-10, Seocho 2-dong, Seocho-gu, Seoul 137-857, Republic of Korea

（３） 代表者の役職・氏名 Gee-Sung Choi (Vice Chairman & CEO) 

（４） 事 業 内 容 
半導体・液晶パネル等の電子部品およびテレビ・携帯電話等の電気製品

の開発・製造・販売 

（５） 設 立 年 月 1969 年 1 月 

（６） 純 資 産 89 兆 3,490 億ウォン （2010 年 12 月 31 日現在） 

（７） 総 資 産 134 兆 2,887 億ウォン （2010 年 12 月 31 日現在） 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当社は当該会社に当社製品を販売しております。 （８） 
上 場 会 社 と 

当該会社との関係 
関連当事者への

該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

５．譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 180,000 株 （所有割合 ： 22.5%） 

（２） 譲 渡 株 式 数 180,000 株 （譲渡価額 ： 8,740,440 千ウォン） 

（３） 異動後の所有株式数 0 株 （所有割合 ：   0%） 

 

６．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成 23 年６月 23 日 

（２） 株 式 譲 渡 日 平成 23 年７月６日（予定） 

 

７．今後の見通し 

本件による当社の今後の事業運営等に対する影響は軽微であります。 

なお、本件株式譲渡により、当社の平成 24 年３月期第２四半期において、約 560 百万円の関係会社

株式売却損を特別損失として計上する予定であり、SECRON 社は当社の持分法適用関連会社から除外さ

れます。また、本件影響額を含めた当社の平成 24 年３月期の業績予想につきましては、本日（平成 23

年６月 23 日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

以 上 

 

 


